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専門職従事者のための日本語研修

― 行動志 向の:コースデザイ ン―

矢 沢理 子*

独立行政法人国際交流基金関西国際センターでは、外交官 ・公務員、司書、研究者 ・大学院生を対象

に専門職従事者のための専門日本語研修プログラムを提供している。研修参加者の目的は日本と関わる

各自の業務のより円滑な遂行であるため、研修の目標として、業務遂行に必要な1)言 語能力と2)異 文

化間能力が等 しい重みを持って並び立つ。しか し、参加者の活動拠点は基本的に海外にあ り、日本の 「業

界」への参入は予定されていない。また、各 自の専門も日本語能力も業務上の日本語ニーズも多様、多

岐にわた り、レジスターやジャンルの共通コアの特定が困難である。こうした制約の中で参加者の多様

性をむ しろ研修の資産として活用すべ く選択されたのが、個人やグループでのプロジェクトを織り込ん

だ方法シラバスであり、専門性と現実性を保証するために 「業界」との接触を促し、主体的学習を支援

する行動志向のコースデザインである。本稿では過去10年 にわたる実践を振 り返 り、同センターの専

門日本語研修の現在 と今後の課題について報告する。
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1.は じめ に:機 関の特色 と機能

独立行政法人国際交流基金関西国際センター(以下、

JF関 西センター)は、1997年 に開設された日本語研修

施設で、海外から招聰された参加者を対象に 「専門日

本語研修」(外交官 ・公務員、司書、研究者・大学院生)

を提供している注1。

海外における日本語学習支援をその日本語事業の

使命としてきた国際交流基金(当 時注2)に とって、国

内研修施設開設の意図は、海外の学習者数の増大とそ

れに伴う学習目的の多様化に応え、それぞれの目的に

合った研修の提供という形でその支援を拡充すること

にあった1)。JF関 西センターの開設は、1989年 に北

浦和に開設された日本語国際センター(以 下、JF浦和

センター)に 次ぐ国内二つ目の日本語研修施設開設で

あり、以来、先発のJF浦 和センターは日本語教師研

修にその役割を特化させ、後発のJF関 西センターは

JF浦 和センターから移管された外交官研修、司書研修

に加え、新規に公務員、研究者、大学院生研修の提供

を開始した。両者はそれぞれ異なる 「目的別研修」を

提供していることになる。嶋津1)は 日本語教室を構成

する三要素として 「教師」、「学習者」、「教材」を挙げ、

JF浦 和センターは「教師」と「教材」に関する支援を、

JF関 西センターは 「学習者」に対する支援を担うもの

として二者の担う機能の違いを説明している。

本稿ではこの 「学習者」に対する支援を担うJF関

西センターの専門日本語研修の特色について紹介する。

*独 立行政法人国際交流基金関西国際センター日本語教育
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2.「 専 門 日本 語 」 の 意 味 す る もの

上述したようにJF関 西セ ンターの 「専門日本語研

修」は学習者の特定の目的(Specific Purposes)に 対

応することを意図 した 「目的別研修」であり、そこに

は外交官、公務員、司書のような職業のための日本語

(Japanese for Occupational Purposes)も 研究者、

大学院生を対象 とした学術 目的の 日本語(Japanese

 for Academic Purposes)も 含 まれる注3。



表1JF関 西センターの専門日本語研修概要

そのため、英訳ではJapanese Language Program for

 Specialistsと なっている。すなわち、JF関 西セ ンタ

ーでいう 「専門 日本語」は、専門職従事者のための日

本語を意味する。各専 門職別の研修概要を表1に 示す。

研修参加者は成人で、各 自の専門分野や職場での業

務遂行のために 日本語の学習を必要 としている専門職

従事者(大 学院生の場合はその予備軍)で ある。 日本

語 を必要 とす る業務例 としては、以下のような ものが

ある。

・外交官:在 日公館への赴任 、本省での 日本デス

ク、情報収集、広報、プロ トコルなど。

・公務員:日 本 との共同プロジェク ト推進、国際

会議開催、技術交流、文化交流な ど。

・ 司書:日 本語 資料の収集、整理、 レファレンス

サー ビスなど。

・ 研究者 ・大学院生:日 本 に関連 したテーマでの

研究活動;資 料収集 、調査、(学 位)論 文執筆、

フィール ドワーク、研究者 との意見交換、研究

成果発表など。

3.研 修 参 加者 の 目的 と研 修 目標

上に見るように、参加者の目的(aim)は 日本と関わる

場面での業務遂行能力の向上であり、言語能力の獲得

は目的に必要な目標(oblective)である注4。従って、JF

関西センターの専門日本語研修目標の第一に掲げられ

るのは、

1.専 門日本語能力:各 専門分野での業務遂行に役

立つ日本語能力

となる。また、事業母体である国際交流基金が文化交

流を通じた国際理解と国際平和の実現をその第一のミ

ッションに掲げていること、日本と関わる業務が参加

者にとって異文化との接触を意味することから、

2.日 本理解:日 本に関わる業務遂行に必要な異文

化間能力

も言語能力と同等の重みを持つ目標として設定される。

ここでは文化は日本語学習を支える副次的要素(適 切

な言語行動のために不可欠な要素)と いうより、異文

化間での業務タスク遂行のために欠かせない能力であ

り、したがって、問われるべきは言語と文化のかかわ

りより、相互行為としての業務アクションと文化のか

かわりとなる。

これら二つの研修目標へのアプローチ、すなわちコ

ースデザインにおいても 「業務遂行」という目的にふ

さわしい行動志向性が要求され、そのシラバスは教室

での学習内容がセンター外でのプロジェクト注5活 動

を支え、活動の成果が次の学習を方向付ける方法シラ

バス12)に傾く。

4.行 動 志 向 性 を も た らす もの

行動志向(action-oriented13))は 元来、特定 目的の

た め の 言 語 教 育/学 習(Language Education

/Leaming for Spectfic Purposes,以 下LSP)実 践か ら

導き出された概念であ り、 目的別 という研修の性格か

ら言って当然の帰結 とも思えるが、実のところ、当セ

ンターの 「方法」に傾 くプロジェク トベースのコース

デザインはLSPの 常道か らはやや逸脱 して いる。

多 くの場合、LSPは 学習者の等質性(専 門分野、業

務上の 日本語ニーズ、中級以上の言語能力 レベル)を

前提 として、レジスターやジャンルを特定 し、学習 「内

容」 としての言語形式や技能 を絞 り込むことが可能で

あ り、 これを定番アプローチ としている9)14)15)。しか

し、JF関 西セ ンターの場合は、その1)環 境の閉鎖性

と、2)参 加者の多様性、3)参 加者の 「業界」参入

度の希薄さが、定番である 「内容」への依存 を阻み注6、

代替策として 「方法」寄 りヘシフ トすることを余儀な

くさせている。

4.1環 境因子:立 地と宿泊型研修

当センターは関西空港対岸の新開発地域にあり、近

隣の町並みか らやや離れ、大阪の中心か らも遠い。ま

た、宿泊型研修であるため、敷地内に教室 も宿泊棟 も

食堂もあ り、センター内で生活の基本はまかなえてし



まう。日本の、関西という歴史ある地域に滞在しなが

らも、日々の生活の中で地域社会に溶け込んで日本語

環境に浸ることはできない。こうした状況下では、セ

ンター外の環境を研修に意識的、積極的に取り込み、

活用する必要がでてくる。

4.2参 加者特性因子1:輻 韓する多様性

JF関 西センターの研修参加者は、職種は同じでも専

門分野、職業人としての錬度、業務種が異なるため日

本語ニーズに共通コアが見出しにくい。日本語能力に

ついても、未習者コースでは限られた研修期間のうち

に参加者の専門性を満足させる 「内容」をいかに盛 り

込むかが課題注7となるし、既習者コースでは初級前半

から上級まで日本語能力がばらついている中で、各自

に専門的な業務を遂行する機会と動機付けを与え、日

本語による実行力を身に付けさせなければならない。

また、専門に関わる多様性は、参加者の専門性が高け

れば高いほど個別に対応するしかないが、それが日本

語教師の手に余ることは明白である。とすれば、学ぶ

べき 「内容」を教師が選択して学習者に 「学ばせる」

ことや学習者を 「導く」ことよりも、学習者個人に主

体的に 「内容」を特定し、学び取り、業務タスクを遂

行 してもらう環境を整備することが重要になる。「内

容」は言語であれ、専門であれ、参加者が主体的に学

び取るものであり、コースデザイナーの役目はその「方

法」を提供することにある。

多様性を対処しなければならない 「ばらつき」とし

てではなく、研修のリソース、資産として認知するこ

とで、専門性の尊重=個 別性の尊重=多 様性の尊重で

あることが教師側に明確に意識でき、教師の学習への

かかわり方は学習内容の選択提示と導入ではなく、主

体的学習の奨励となる。

4.3参 加者特性因子2:「 業界」との関わり方

JF関 西センターの専門日本語研修を特異なものと

している今ひとつの参加者特性は、「業界」との関わ り

方、その立ち位置である。「海外の日本語学習者を支援」

1)するJF関 西センターの研修参加者は、公募/非公募

の別を問わず 「招聰」対象者であり、その活動の拠点

は研修前も研修後 も海外にある。国内で行われている

日本語教育が多かれ少なかれ日本滞在者への社会(地

域、職場、学校等)参 入支援、あるいは日本社会への

参入を見越 した 「予備教育」としての機能を果たして

いるのに対し、国際交流基金が提供している日本語研

修プログラムは、参加者の研修後の帰国を義務付けて

おり、そのため、留学生や職業人にとっては日々の 「現

場」であり、予備教育の場合は前提として学習者に保

証されている 「業界」、すなわちディスコース ・コミュ

ニティへの構成員としての直接参加は織 り込まれてい

ない。専門日本語学習の動機付けと直結する専門性と

現実性を保証するためにもやはり、センター外の環境

特に 「業界」との接触は欠かせない。この接触の機会

として 「実習」タイプのプログラムを設定する必要が

ある。

5.行 動 志 向デ ザイ ンの仕 組 み

前節に挙げた

・ センター外環境の活用

・ 専門性、個別性の尊重

・ 主体的学習の奨励

は、コースデザインの基本方針として専門員間に共有

され注8、二つの研修目標に対応する二つの仕組み、

1.日 本語科目

2.社 会文化プログラム

と、その成果を収飲する仕組みとして

3,実 習プログラム

が設定された。

この三者はそれぞれが行動志向性を持つというだ

けでなく、相互に絡まりあい、教室とセンター外の活

動を有機的に関連付けながら、コースに整合性と一貫

性をもたらしている。以下、上掲とは逆順ながら、各

仕組みの概要とその行動志向性及び相互関連性につい

て触れる。

5.1実 習プログラム

「業界」との接触場面として各研修の最終段階に組

み込まれている 「実習」タイプのプログラムは、参加

者にとっては研修のゴールプロジェク トでもある注9。

実習プログラムでは、authenticな 注10環境で業務の実

態観察、擬似業務体験、業務遂行などが可能になるた

め、このプログラム中に参加者は各自、業務関連の課

題プロジェク トを実行することが求められている。表

2に 研修別の実習プログラムの内容を示す。



表2各 研修の実習プログラム

実習プログラムは、事後のレポー ト執筆や報告/発表

活動までを含め、研修の総仕上げとして位置付けられ

ている。

5.2社 会文化プログラム

「業界」との接触から最大限の効果を引き出すため

には、学習者の異文化環境における行動レディネスを

高めておかなければならない。実習に向けて主体的学

習を進める行動能力が身につくよう、コース開始時か

ら様々な仕掛けが 「社会文化プログラム」注11の中に

用意されている。

表3に 示したものは社会文化プログラムの例であ

る。ほとんどの社会文化プログラムに事前に情報ガイ

ド的なレクチャーや必要になる日本語のケアやテーマ

関連の調査タスクが組み合わされている。

表3社 会文化プログラムの例

社会文化プログラムがプロジェク トワーク実践の

場として利用される事も多い。更に、プログラム自体

がプロジェクト型の場合は、事後に体験や取材したこ

とをレポー トにまとめた り、発表会を行ったりしてい

る。

5.3日 本語科目

上記二種のプログラムは、コース期間中に`島'と

して点在する学習推進、業務遂行促進の仕掛けである。

一方、日本語科目は、これらのプログラムにおいて学習

者自らが効果的にふるまい、最大限の成果を引き出せ

るよう、その行動を日本語面から支援するものであり、

コースを線状に貫いて流れていく。付録1に 示したの

は、筆者が関わった2003年 度研究者 ・大学院生4ヶ

月コースのコースデザイン図である。各自の業務タス

クに応じて必要な日本語科目が選択できるようになっ

ている。また、付録2は 、研究活動と日本語能力のか

かわりを示した概念図(2002年 度版)である。この図に

見るように、日本語基礎がための初級段階では4言 語

技能が、学習が進み、日本語を運用しての活動の現実

性が増すにつれ3つ の研究活動の 「モー ド」注12が編

成概念として採用されている。3モ ー ドは業務(この場

合は研究活動)を遂行するという行動のモー ドであり、

学習の焦点は言語素材の獲得(中央灰色部分。「基礎的

な日本語能力」)からその運用(楕円内白色部分のミク

ロスキルのリス ト)へ、さらに行動能力(業 務タスクの

リス ト)へ と移行していく。この概念図には行動志向

の言語能力観19)が 反映されている。

6,今 後の 課題

言語能力へのアプローチからは日本語教材の開発、

改善が繰り返されているが、異文化間能力については

開所以来10年 を経た今もその方法論についての議論

が続いている。言語であれ、文化であれ、動的な対象

は捉え難く、その評価は規格や標準に照らし合わせる

種類のものではない。評価は、量よりは質に、提供側

よりも学習者側の主観に委ねられる。研修修了時の参

加者アンケー トにみる高い満足度は、コースデザイン

の妥当性を裏付けるものと自負してはいるが、行動志

向という性格が定型化を許さない。常に発展形であり

続ける覚悟をコースデザイナーは迫られている。



注

注1JF関 西 セ ンター の研修 事業 の 全体 像 につ いては 「日本

語 学」2003年1月 号 か ら2004年3月 号 に シ リー ズ連 載 さ

れて いる。 文献1)-8)は そ の一部 で あ る。

注2独 立行 政法 人化 は2004年 。 同年 、 日本 語事 業 の方針

は海 外 の 日本語 学 習 「支援 」 か ら 「推 進」 へ と転 換 が 図 られ

た。

注3但 し 、JF関 西 セ ン タ ー の 場 合 、 対 象 は 現 職 者

(in-service)に 限 られて お り、 職 業訓 練や 養 成 は研 修 に含

まれ な い。

注4aimとobjectiveの 使 い分 け はWiddowson9)に 倣 う。

注5プ ロジ ェ ク ト学 習 の特徴 は学習 者 の興 味 中心、活動 の

プ ロセ ス重視 、体 験 、協 働 を通 じて の学 び にあ る。その 史的

変遷 と教 育的価 値 につ いて は佐 藤10)に 、言語 教 育 にお ける プ

ロジェ ク ト学習 につ いてはLegutke&Thomas11)に 詳 しい。

注6阻 まれ て い るもの は 「内容」 ベ ース の コース デザ イ ン

で あって 、 「言語 的 内容 」は け して軽 視 されて い な い。 「言語

的 内容」の絞 り込 み と教材 化 の努 力は絶 えず 続 け られて お り

7)
、 市販化 に至 った もの16)も あ る。

注7文 献16)は この課 題 に対す る解 答 の一 つで もある。

注8専 門員=専 任 日本語 教師 。基 本方 針 は公式 文書 化 は さ

れ てお らず 、文言 は確定 して いな いが、開設 準備 期か ら内部

で討議 され 、そ の理 念 は開設 時 に専 門員 間で確 認 、共 有 され

た 。

注9プ ロ グラム は提 供側 か らみ た枠組 み で あ り、 プ ロジェ

ク トは学習 者の活 動 の タイ プで あ る。

注10上 田6)は 実 習設 定 の意義 をAuthenticityを キ ー ワー

ドに包 括的 に論 じて い る。

注11田 中8)に は専 門性 、体 験性 か ら見 た社 会文 化 プ ログ ラ

ム の分 類 と文 化 の学習 サイ クルが 論 じられ て い る。

注12「 モ ー ド」 は 米17)、 加18)の 言 語 教育 ス タ ンダー ドに

見 られ る用語 で 、当該 文献 で は コ ミュニ ケー シ ョ ンの モー ド

(Interpersonal, Interpretive, Presentational)を 意味 す る。
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